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持続可能な天然ゴムに関する指針  

2021年 12月改訂 

 

ピレリは、バリューチェーン全体を通じて、天然ゴムの持続可能で責任ある調達と利用の促進、進展、実施

に尽力します。  

天然ゴムは世界的需要の増加が見込まれるため、そのサプライチェーンの持続的なガバナンスが、森林や生

物の多様性を保全し、地域社会と地域経済を長期にわたり活性化させるうえで非常に重要となります。  

上流から下流へ列挙すると、天然ゴムのサプライチェーンには、生産者/農家、ディーラー、処理工場、商

社、メーカーが含まれます。ピレリはタイヤメーカーとしてサプライチェーンの最終段階に位置付けられて

おり、天然ゴムの自社栽培地のみならず、処理工場も所有していません。  

これに鑑み、ピレリは天然ゴムの持続可能性を実現すべく、グローバルな取り組みが行なわれる中で積極的

な活動を繰り広げていく考えです。さらに、この目的の達成に向け、バリューチェーンや工業部門と協力し

て透明化を図るだけでなく、開発プロセス・器具をいちだんと強化するほか、リスクに基づいたアプローチ

を使用して生産履歴管理も強化していきます。 

ピレリは、天然ゴムの製造、加工、販売に関与する合弁会社、サプライヤー、およびその下請け業者に、法

律や規制を確実に遵守し、本指針の原則に準拠するための適切な管理システムを導入することを求めていま

す。 

ピレリの持続可能な天然ゴムの指針は、以下の内容を骨子としています。  

 

I. 人権保護 

人権の保護と適切な労働条件の促進  

一般的な人権の尊重と、従業員の健康、安全、福祉の保護は根本的、かつ譲れない絶対原則です。保護措置

は、契約労働者、臨時労働者、移民労働者を含むすべての労働者に適用されます。 

ピレリがそのサプライチェーンにおいて関係者全員に期待すること： 

- 労働衛生や安全面でのリスクに関し、その予防、評価、管理について高い基準を設定する。 

- 性別や婚姻歴、性的指向、宗教、政治的信条、労働組合への加盟、人種、国籍、年齢、社会的背景、

社会的地位、身体的または精神的障害を理由とする差別をしない。 

- 人権および労働者の権利に関して適用される地域、国内および国際法を遵守し、ビジネスおよび人

権に関する国連指導原則（UNGP）を支持する。 

- 標準的な雇用契約の締結、当該国における同等の労働に対する最低賃金に見合った給与の支払い、

法定労働時間の遵守、労働組合の結成および加盟や国内外の関係法令に沿った団体交渉の自由、プ

ランテーションの作業員が必要な資源を活用しながら ILO 条約 第 110 号に記載された生活を十分

に送ることができるようにするための支援など、適正な労働条件の提供を推進する。 

- サプライチェーン全体を通じ、従業員や就労者に対する労働搾取、児童の就労、強制労働、あらゆ

る形態の身体的および精神的虐待を許容しない。  
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地域社会の発展の育成と、土地所有権に関する対立の防止 

地域社会が経済的かつ社会的に発展すると、雇用が生み出されて地域の雇用可能性が改善し、生活水準が向

上するほか 、地域社会や地域住民にとって損失となるような行動を直接的あるいは間接的に避けるように

なるという結果につながります。 

ピレリは先住民の権利と森林に依存した社会を認識しながら森林資源と関わり、そこから公平な利益を獲得

します。  

ピレリがサプライヤーに期待すること： 

- 土地利用に関して適用される地域、国内、および国際法を遵守し、先住民族の権利に関する国連宣

言(UNDRIP)に従って業務を行う。 

- 環境および森林の保全対策や商業地の利用に関しては、地域社会の適切な生活水準を維持し、地域

の食材メーカーの信頼を傷つけないよう、地域社会に対して公平な補償を行い、責任をもって行動

する。 

- 慣例となっている土地保有権を尊重、保護する。 

- 土地を争奪するような行為をしない。 

- 地域社会の文化的発展を促進する。 

- 地域社会の教育へのアクセスを支援する。 

土地の不法な流用および/または地域社会や人々の不利益となる行動に直接的または間接的にせよ、明らか

につながるリスクを回避し、この目的のために、特にピレリのサプライヤーがプランテーションおよび/ま

たは産業拠点を設立または転換する場合は、UN-REDD プログラムによって開発された、自由意思による、

事前の、十分な情報を与えられた上での同意(FPIC)に関する手法とガイドラインを適用することが期待され、

さらに、事業が先住民族および地域社会(IP/LC)の権利に影響を与える場合、適切かつ相互に合意された措置

による補償または調整を行うものとします。  

FPICを保証せずに、IP/LCの土地、領地、または資源の流用または損害を以前に引き起こした、または損害

を促進した活動に対しては、相互に合意した手順を通じて救済策を提供するための措置が期待されます。実

施状況の監視は地域社会および相互に合意した第三者（複数の場合もある）で共同で行うか、または相互に

合意した第三者（複数の場合もある）が行う。 

 

 

II. 動植物が織り成す生態系の保護 

物質全体の寿命という点に沿って考えた場合、環境への影響を継続的に改善していくということは、生態系

を評価、保全、場合によっては再構築するということであるとともに、資源、気候変動、生態系、関連する

野生生物に対して環境がもたらす悪影響を回避、軽減、改善することでもあります。  

このアプローチに沿って、ピレリがそのサプライチェーンの関係者に期待すること： 

- 地域および国内外の環境関連法を遵守する。 

- 天然資源の乱獲を防止し、地表・地下水資源、そしてその水質を保護し、農薬や工業用化学物質、

侵食、沈降による汚染を防止するための適切な土地利用計画を策定する。 

- 侵食、栄養素の劣化、地盤沈下、汚染を防止し、土壌の質を保護する。 

http://context.reverso.net/traduzione/inglese-italiano/possibly
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- 工業部門においては化学製品の使用に関する法令を遵守し、化学製品の取り扱い、移動、保管、利

用、回収、廃棄について安全確実な管理を行う。 

- エネルギー使用率や炭素排出量を最小限に抑え、天然資源の効率を最大化するよう事業を管理し、

発生する廃棄物を削減、管理、および回収する。 

- ゴム粉が発する臭いを低減させるため、適切な処理と技術を適用する。 

 

III. 森林破壊の禁止、泥炭地での栽培禁止、野焼きの禁止 

ピレリは、原生林や、環境価値の高い場所の保護と保全を推奨しています。これには、ピートを生産する場

所の重要な生態系を保護することや、ゴム栽培の進展によって森林の景観に悪影響が出ないようにすること

なども含まれます。また、サプライチェーンに対する呼びかけも行っています。 

- 泥炭地として知られている場所でのゴム製造を自制する。 

- 新たな栽培、もしくは再栽培、その他の開発準備段階において火の使用を自制する。 

- 国際的に認められた高保全価値(HCV)および高炭素貯蔵(HCS)アプローチを採用する。ピレリは、高

炭素貯蔵（HCS）森林について、森林破壊をゼロにするための信頼に足るツールであると考えてい

るだけでなく、地域社会の持続可能な開発を助長したり、利害関係者との公正でオープンな対話を

実現させたりするものでもあると考えています。  

2019年 4月 1日の期限以降に森林破壊された地域または HCVが劣化した地域の天然ゴムは、この指針に準

拠していないと見なされます。 

 

IV. 資源の保全  

ピレリは、タイヤの平均重量の削減やタイヤ寿命の拡張、素材再生率の上昇を目的とした研究開発活動を行

いつつ 、天然ゴムを最良の状態で効率的に利用していくことを約束します。  

ピレリは、製品の効率性を高めるとともに廃棄コストを削減しながら、生物多様性への負担を軽減できるよ

う、サプライチェーンにおいて品質は同じでも効率的なアプローチを推進しています。 

収量とゴム品質の向上のために小規模農家を含む天然ゴム生産者へのバリューチェーンサポートを行うこと

は優先事項と見なされています。 

 

V. 基準となる倫理 

汚職に対する取り組み  

能動的か受動的かを問わず、汚職は、いかなる形または形態においても、影響を受ける管轄区域において、

またそのような活動が実際に容認される、許容される、または法廷で罪に問われない地域においてさえ、容

認されないものとします。  

 

VI. 生産履歴管理とリスク解析 

ピレリは、天然ゴムサプライチェーンの生産履歴を管理すること、およびそのためのパートナーについて研

究を重ねてきました。そして請負業者と協力をし、関連するチェーンに沿って社会的および環境的な影響を
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管理することができる生産履歴管理とリスク解析ツールを開発し、利用します。こうしたツールは、中期に

おけるリスク解析を完璧に実施するという点において、効率的かつ信頼できるものです。 

天然ゴムのサプライチェーンを極めて細分化できることや、生産履歴管理とリスク解析が複雑であることか

ら、ピレリはこのプロセスにかかる時間を正確に示すことはできません。ピレリは進捗状況をこの指針の第

11章で報告します。 

リスク解析の結果とサプライチェーンの要望を必要に応じて再生計画に反映させることは、天然ゴムに関す

るピレリの購買判断と開発戦略に影響をもたらします。 

 

VII. ガバナンス 

ピレリが天然ゴムのサプライヤーに期待すること： 

- この指針を遵守する。 

- 関係サプライチェーンと共に当該指針を推進する。 

- サプライチェーンに向けて、この指針に関する正当なシステムを開発および実施する。  

- 天然ゴムの持続可能な開発を推進し、前進させるための共同の取り組みから利益を得るために、持

続可能な天然ゴムのためのグローバルプラットフォーム(GPSNR) への参加を検討する。 

この指針には、サプライチェーンの持続可能な管理に向けてピレリがすでに掲げているコミットメント1 、 

およびピレリが適用しているマネジメントモデルが統合されています。つまり、 

- 知識を構築する機会を設けることや、生産能力強化のための活動を自ら実施することにより、ピレ

リおよび他の協力者は、サプライヤーに対して継続的な改善を行なうよう働きかける。  

- 天然ゴムサプライヤーとなりうる業者が、環境、社会性、ビジネスの面で倫理的な行動を取ってい

るかを、認証前の段階から第三者機関主導の現地監査によって評価する。  

- 各サプライヤーに対し、ピレリのサステナビリティに関する契約条項に署名することを要求する

（この条項は、ピレリが前述の通り、環境、人権および労働権に一定の役割を果たすこと、ならび

に、サプライヤーがビジネス倫理および反汚職規定を遵守しなければならないことを記した内容）。

なお、この持続可能な管理モデルについては、好循環を生み出すため、サプライチェーンの中で拡

散させ、その運営状況を適切にモニターしていくことが求められる。 

- ピレリのサステナビリティに関する契約条項を遵守しているかを第三者機関により監査し、必要に

応じて期限付きの回復計画を定義する。  

この方針に関する重大な違反が明らかとなった場合や回復計画を拒否した場合、もしくは同意した回復計画

を実行できなかった場合、ピレリは問題となるサプライヤーとのビジネス関係を停止または終了させること

があります。 

 

1ピレリはサプライチェーンの持続可能な管理を進めていく考えです。管理のベースになっている内容は、主として以下の通りです。

ピレリグループの倫理 規定、 “行動規定”、 “労働の安全衛生および権利、環境に関する社会的責任”、」人権に関するグローバル

な 指針”、 “プロダクトスチュワードシップ指針”、 “グリーンソーシングポリシー”、“世界的な品質政策”, “健康、安全、環

境保護に関する指針”、“腐敗防止プログラム”、ピレリのサプライヤー向け “サステナビリティに関する契約条項”、 “ピレリの

サプライヤー向けハンドブック” および関連文書、 内部告発方針.  

上記のピレリの文書はすべて多言語に翻訳され、ピレリのウェブサイトでご覧いただけます。  

また、ピレリは持続可能な天然ゴムのためのグローバル・プラットフォーム(GPSNR)の創設メンバーでもあります。 

https://sustainablenaturalrubber.org/
https://sustainablenaturalrubber.org/
https://sustainablenaturalrubber.org/
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/the-ethical-code
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/code-of-conduct
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/social-responsibility-policy-for-occupational-healt-safey-rights-environment
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/global-human-rights-policy-
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/global-human-rights-policy-
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/product-stewardship-policy
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/sust-green-sourcing-policy
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/quality-policy
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/health-safety-and-environment-policy
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/health-safety-and-environment-policy
http://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/anti-corruption-program
http://www.pirelli.com/asset/index.php?idelement=59887
https://psi-dotcom-prd.s3.eu-west-1.amazonaws.com/corporate/Supplierhandbook.pdf
https://psi-dotcom-prd.s3.eu-west-1.amazonaws.com/corporate/Supplierhandbook.pdf
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/sustainability/policies/whistleblowing-policy
https://www.pirelli.com/global/en-ww/homepage
https://sustainablenaturalrubber.org/
https://sustainablenaturalrubber.org/
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ピレリのサプライチェーンに属するいずれかの 2次サプライヤーに重大な違反があった場合、ピレリは 1次

サプライヤーも含め、最も正しい方法で議論し行動します。ピレリは、誠意を示すことと、各種の対策を積

極的に施していくことが最も重要であると考えています。すぐに関係を終了させるのではなく、責任感を認

識させ、再発のリスクを減らします。 

 

VIII. 主要な対策としての提携と建設的な対話 

天然ゴムの持続可能性をグローバルに維持していくためには、関係者すべての従事、協力、対話、パートナ

ーシップが必要であるとピレリは信じています。  

ピレリは、サプライヤーとの関わりに加えて、業界レベルや天然ゴムのバリューチェーンで重要な役割を果

たしているステークホルダー間の積極的な協力関係を育成および支援しています。これは、企業が個々に関

与することに加えて、共有の努力によって、グローバルな天然ゴムのサプライチェーンの持続可能な開発に

向けて、より強力で迅速な進展をもたらすことができると確信しているからです。 

ピレリは、持続可能な天然ゴムのためのグローバル・プラットフォーム（GPSNR） の創設メンバーであり、

国内外の政府、民間、業界全体、学術機関によるイニシアチブと協力し、持続可能な天然ゴムの方針と原則

を構築しています。  

ピレリは、GPSNR の原則をランドスケープレベル、管轄レベル、またはその他の空間レベルにおいて維持

する、マルチステークホルダー・プランニング活動を支援しています。 

GPSNR方針の枠組みに準拠して製造および処理された天然ゴムが優先されます。 

 

IX. 証明書の国際認識書式 

ピレリは、プランテーション、ディーラー、処理工場および取引、ピレリのタイヤ製造プロセスといったサ

プライチェーンのあらゆるレベルにおいて、国際的に認証された堅固な第三者機関の監査認証システムが採

用され、環境、社会およびビジネスの倫理に合致したガバナンスが行なわれることを奨励しています。 

 

X. 方針の実施  

この方針を実施していくため、ピレリは専用の実施マニュアルを作成し、天然ゴムサプライチェーンの様々

なレベルにおける専用のトレーニングセッションやトレーニング材料を提供します。これはプロセスに携わ

る従業員に対しても同様です。  

ピレリは、持続可能な天然ゴムの供給元として、高度な技術を持ち、認定を受けたサプライヤーを確保でき

るよう、生産能力を強化するための支援を行います。 

そのコミットメントは、ピレリグループ全体の天然ゴム調達の意思決定、プロセス、およびビジネス関係に

反映され、パフォーマンスメトリックの定義に組み入れられます。 

期限付きおよび地域ごとの目標とマイルストーン、および関連する指標は、ピレリによって設定され、ピレ

リのサプライチェーンパートナーに対して要求されます。 

 

XI. 進捗の報告  

ピレリは、会社のウェブサイトやアニュアルレポート（年次報告書）を含む周知のチャンネルを通じて、指

針の実施状況をお伝えします。  

https://sustainablenaturalrubber.org/
https://s3.eu-west-1.amazonaws.com/psi-dotcom-prd/corporate/4423_Pirelli_Sustainable_Natural_Rubber_Implementation_Manual.pdf
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折りにふれ、進行状況や障害となっている事柄について、利害関係者間で真剣な議論を行います。そのねら

いは、チェーンの関係者全員が、最も持続可能かつ効率的な方法で指針の実施を支援できるようにすること

です。 

 

 
XII. クレーム通告手順 

添付書類 1 のとおり UNGP の効果の基準および OECD ガイドラインに沿った苦情処理メカニズムを利用で

きます。これはステークホルダーが独立して不満を表明することを可能にし、また生産や調達を通じて生じ

た悪影響を是正する機会を提供するものです。 

 
 

この方針は、結果や現場での実施から生じる経験を踏まえて更新されます。 

 

 

取締役副会長 兼 CEO 

 

Marco Tronchetti Provera 
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添付書類 1：苦情処理メカニズム 

 

1. はじめに  

ピレリは、天然ゴムの持続可能な管理方針（以下「方針」という）を完全に実施することと、悪影響の削減

および排除に確実に寄与することを目的に、利害関係者2に苦情処理メカニズムを提供しており、天然ゴム

のサプライチェーン全体の範囲において方針への違反を報告できるようにしています。 

この文書の目的は、ピレリに直接的または間接的に関わる違反または問題として理解され（天然ゴムのサプ

ライチェーンの範囲における直接または間接サプライヤーに関連しているなど）、解決策の特定を求めて利

害関係者がピレリに報告する予定である苦情処理レポートを転送および管理することです。 

苦情処理の仕組みは、ビジネスと人権に関する国連の指導原則の主に原則 31「非司法的苦情処理の仕組み

の実効性基準」、および「OECD 多国籍企業行動指針」の第 6 章、持続可能な天然ゴムのためのグローバ

ル・プラットフォーム（GPSNR）の方針枠組みで示されている実効性基準に準拠しています。 

 

2. 一般原則  

ピレリは、天然ゴムの持続可能な供給と使用を徹底するべく、天然ゴムのサプライチェーンに関わるサプラ

イヤーと利害関係者との継続的な対話を守ることを約束しています。 

指針へのあらゆる違反は、専任スタッフが管理します。専任スタッフは特定の時間枠と以下の関係に応じた

手段に従って役割を遂行するべく任命されています。(i) ピレリと直接的 (ii) ピレリの直接サプライヤー (iii) 

ピレリの間接サプライヤー具体的説明:  

• 直接サプライヤーの場合、ピレリは当該サプライヤーとの対話を築くことを約束し、報告された問

題について議論し、必要に応じて是正措置を策定します。同意した措置にサプライヤーが協力しな

いか、または措置の実行を約束しない場合、当該サプライヤーとのすべての取引関係の停止または

終了を含め、ピレリは当該サプライヤーとの関係について再検討する場合があります。  

• ピレリと直接的な関係のないサプライチェーンの領域に関しては、ピレリは、適切な調査を進め、

あらゆる是正措置（直接サプライヤーとの関係の強化や、個別の苦情処理の仕組みがある場合はこ

れを利用するなど）の実行を徹底するために有効な、合法的に整えられたオプションを評価します。

通報対象者が、同意した措置に協力する意思がない、また同意した措置の実行を約束しない場合、

ピレリは当該対象者とのすべての取引関係を停止また終了するよう直接サプライヤーに要求するこ

とがあります。  

調査に関係するすべての活動は、調査結果と併せて適切に文書化されます。 

 

3. 秘密保持と報復行為の禁止 

ピレリは今後起こりうる違法または不正な行為について利害関係者が時宜にかなった通報がしやすいよう、

通報およびその内容に含まれるデータの秘密保持と、通報者の匿名性を保証します。これについては、その

通報自体が後に間違いであった、あるいは根拠がないものであったということが発覚しても同様に守秘を保

証します。 

 

2「利害関係者」とは、法人の構成要素、グループ従業員、顧客、サプライヤー、パートナー、顧問、株主、天然ゴムのサプライチェ

ーンの範囲において直接的または間接的に関わる第三者全般（地域社会など）を指します。  
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通報者および通報対象者または通報された不正行為の信憑性の検証活動に参加する者に対するいかなる脅迫、

報復行為、懲戒措置、差別待遇も容認しません。 

ピレリは、被害を受けた者の権利と財とイメージの保護のため、以下の者に対して、懲罰または法律に基づ

く最も適切な措置を講ずる権利を有します。  

• 悪意をもって虚偽や根拠のない通報や日和見的な通報を行う者、通報対象者または通報内に名を挙

げた人物を誹謗中傷するため、もしくはその者に対する偏見を引き起こすために通報を行う全ての

者。  

• 当方針に従い通報を届け出る者に報復行為を実行するまたは実行すると脅す全ての者。ただし、通

報者に表明または報告した内容の虚偽に関する刑事責任または民事責任がある場合、その当事者が

法的保護を求める権利は侵害されません。 

  

 

4. 運用手順  

4.1 通報する 

天然ゴムの持続可能な管理方針に関する違反の通報は、以下の公式チャンネルを通じて利害関係者がピレリ

に転送することができます： 

- Eメール：grievance.naturalrubber@pirelli.com; 

- 紙媒体で次の住所へ郵便にて送付する：Pirelli & C. S.p.A.– Viale Piero e Alberto Pirelli, 25 – Milan 

(Italy)、当グループ購買部門の天然ゴムの苦情申し立て部門宛て 

通報の中に、通報者は必ず以下の情報を提供する必要があります。 

- 氏名 

- 会社および関連部門 

- 電話番号／Eメールアドレス 

- 認識されるようになった違反の詳述 

- 提供された説明を裏付ける証拠 

ピレリは、通報された問題を効果的に解決する上で、通報者との直接的な連絡を維持することが不可欠であ

ると考えています。通報の管理の責任を担う部門（グループ購買部門など）が、以下の章で説明するように、

通報プロセス（責任を担うこと、調査の終了、行動計画の策定など）に関わる主な手順について通報者とや

りとりします。  

いかなる場合でも、ピレリは想定される通報の方法に関して、必要に応じて匿名の形式での通報についても

考慮することを約束します。 

 

4.2 通報の責任を担う 

ピレリの公式および非公式チャンネルを通じて受領したすべての通報は、グループ購買本部が記録し、内部

監査本部に伝えます。受領通知は、受領後 5日以内に通報者に転送されます。  

 

4.3 通報の信憑性の検証  

グループ購買部門は、内部監査本部の支援のもと、通報内容が当社の天然ゴムの持続可能な管理方針に関す

る苦情処理通報かどうかを確認する目的で、受領した通報内容を検証します。検証の実行中に、グループ購

mailto:grievance.naturalrubber@pirelli.com
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買部門は必要に応じて会社の他の部門からの介入を求め、評価を行う上で詳細情報が必要となる場合に通報

者との議論に関与することがあります。  

天然ゴムに関係のない法律、規制、原則、手順への違反に関連する通報がある場合は「当グループの内部通

報方針」に従って社内監査部門が処理します。この場合、通報の作成者は、通報の責任の引き受けから 10

営業日以内に、実行された評価の結果を通知されます。 

 

4.4 通報の分析（調査） 

通報内容がピレリまたは、直接サプライヤーの一社に直接関わるものである場合、当グループの購買部門が、

内部監査本部および、必要に応じて社内のその他の管轄部門の支援のもと、必要な関連調査を行います。ま

た、有益であると考えられる場合、ピレリは社外の専門アドバイザーの支援を活用することもあります。  

調査活動の実行中に、有益かつ適していると考えられる場合、第 2 章に規定されているとおり、ピレリは適

宜、通報者や直接的または間接的な利害関係者との議論に加わり協力を行うことがあります。  

各調査活動は、特別にかつ正当な理由があって複雑な状況を除いては、適切に文書化され、通報から 3 か月

以内に完了しなければなりません。  

 

4.5 行動計画（またはアーカイビング）の定義 

通報内容が根拠のあるものと見なされ、特定の形態の介入の実施や是正措置の適用が必要と考えられる場合、

当グループの購買部門は内部監査本部と議論の上、特別にかつ正当な理由があって複雑な状況を除き、調査

期限の 1 か月以内に（関連する時間枠と責任に従った）行動計画について通報対象者と合意します。通報の

作成者は合意について速やかに通知を受けます。 

通報の分析の結果、通報内容に根拠がないと見なされた場合、文書は保管され、理由の明示を含む苦情処理

手順の終了の通知が通報者に転送されます。 

 

4.6 行動計画の実行のモニタリング 

行動計画において定められた時間枠に従い、また、直接および間接のサプライヤーとの協力を通じ、ピレリ

は（必要に応じて社外のアドバイザーの支援を受けて）、合意した行動が効果的に実行されたことを検証し

ます。介入の実行が検証されると、苦情処理手順は完了したものと見なされ、これに関する通知が通報者に

送信されます。 

 

4.7 申し立て 

通報者は上記の苦情処理手順の展開や結果に満足できない場合、GPSNR の苦情処理手順に定められた方法

に従って、GPSNRの苦情処理メカニズムを利用することができます。 

 

5. アーカイブ化および通報 

苦情処理手順の全体の範囲内において、当グループの購買部門は収集され通報者に転送されたすべての文書

を保管し、受領し分析した苦情の一覧と関連する結果を速やかに更新し、内部監査本部にも通知します。  
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受領した通報とその結果に関して、内部監査本部はピレリ（Pirelli & C. S.p.A）の内部監査・リスク管理・

サステイナビリティ、コーポレート・ガバナンス委員会に定期的に問い合わせを行っており、必要に応じて

当グループの購買部門からの支援を利用します。  

また、ピレリは受領し分析した苦情を定期的に一般公開しています。  

 

6. 個人データの処理 

ピレリは、通報者およびその他のすべての関係者の個人情報や、または通報の管理のために取得した個人情

報（人種、民族、宗教、哲学的信念、政治的意見、政党への所属、労働組合への加盟にとどまらず、健康状

態および性的指向が明らかになる個人データを含む）は、施行されている個人データ保護法の規定を遵守し、

いかなる場合もピレリのグローバル個人データ保護方針（www.pirelli.com で確認可能）の規定に従って処

理され、個人情報は、通報の裏付けと管理の目的において厳密に必要なデータのみに限定されることを通知

しています。 

個人データは、サステナビリティ部門がデータ管理者として（通報者に関して地域の特定の規制の定めがあ

る場合を除く）、既存の方針において規定された手順を実行する目的においてのみ、したがって、受領した

通報を適正に管理するために、関係者の秘密、人権、基本的自由、尊厳を完全に尊重し、法的または規制上

の義務を満たすべく処理されます。 

データ処理作業は、サステナビリティ部門の監視のもと、作業の役割を担うために正式に指名され、特にセ

キュリティプロトコルと関係者の秘密および通報に含まれる情報の保護に関して、苦情処理手順の実行につ

いて特別なトレーニングを受けたスタッフに委ねられます。 

通報に含まれる個人データは、収集された要素および実行された検証から、最初に通報された状況が実証さ

れていることが明確な場合に、保証するために必要な手順の実行、通報の把握、通報対象者に関する適切な

司法的および、または法的保護の目的において、随時、サステナビリティ部門が法人および社内の担当部門、

司法当局に送信することがあります。 

また、データは、受領した通報の分析に関わる社外の対象者に送信される場合もあります。  

通報を裏付けるために行われる作業を通じて、データを偶発的または不法な破損、損失、無許可の頒布から

保護するために必要なすべての手順が適用されます。さらに、通報に関連する文書は、本方針に定められて

いる手続きを適正に完了するために必要な時間を超過する期間にわたって保存されることはありません。 
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添付書類 2：国際的な主な参考文書 

 
- 持続可能な天然ゴム（GPSNR）政策フレームワークのためのグローバルプラットフォーム 

- 世界人権宣言、市民的及び政治的権利に関する国際規約、経済的、社会的及び文化的権利に関する

国際規約で構成される国連の人権章典 

- 国連（UN）のグローバルコンタクトの 10の規則 

- 児童の権利に関する国連条約 

- 先住民族の権利に関する国連宣言 

- 汚職に関する国連条約 

- 国連による、持続可能な開発目標 

- ビジネスと人権に関する国連指導原則（UNGP） 

- OECD多国籍企業のガイドライン 

- 労働における基本的原則および権利に関する国際労働機関（ILO）宣言および各種の関連条約 

- 組合結成と団体交渉の自由に関する ILO条約第 87号および第 98号 

- 強制労働の禁止に関する ILO条約第 29号およびその 2014年議定書  

- 差別の禁止および同一賃金に関する ILO条約第 111号および第 100号 

- 強制労働の撤廃に関する ILO条約第 105号 

- プランテーション作業員の雇用条件に関する国際労働機関（ILO）宣言 110 

- 最低賃金確定条約に関する ILO条約第 131号 

- 児童労働の禁止に関する ILO条約第 138号及び第 182号 

- 農業における安全及び衛生に関する ILO条約第 184号 

- 先住民族および部族民に関する ILO条約 169 

- 欧州人権条約 

- 森林の減少・劣化による炭素排出の削減に関する国連プログラム（UN-REDD）。 

- 森林に関するニューヨーク宣言 

- 環境と開発に関するリオ宣言 

- 食糧安全保障委員会発行の「農業および食糧システムにおける責任投資の原則」 

- 生物の多様性に関する条約 

- 「絶滅危惧種に属する野生生物の国際取引」に関する条約。 

- 土地、漁場、森林の保有期間の責任あるガバナンスに関する国連食糧農業機関（FAO）の任意ガイ

ドライン  

- 農薬の配分および散布に関する FAO 国際規定 
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- 金属、鉱物、化学物質の輸出入業者の中国の商工会議所（CCCMC）、持続可能な天然ゴムに向け

たガイダンス  

- 持続可能なヤシ油（RSPO）に関する円卓原則と基準 

- HCS アプローチステアリンググループによる保護価値の高い（HCV）森林、高炭素貯蔵（HCS）森

林、自由で事前の、十分な情報を与えられた上での合意（FPIC） 

- 持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）の「環境および社会影響評価（ESIA）のため

のガイドライン」。 

- 国際金融公社（IFC）のパフォーマンス・スタンダード。  


